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良好な自転車交通秩序を実現させるための方策に関する有識者検討会 

開催状況 

 

１ 第１回有識者検討会  令和５年８月 30日（水）10:00～12:30 

○ 事務局説明 

・ 本有識者検討会の開催経緯等 

・ 自転車を取り巻く現状 

・ 自転車の交通違反に対する違反処理等の今後の方向性 

○ 自由討議 

○ 今後のスケジュール 

 

２ 第２回有識者検討会  令和５年 10月 10日（火）13:00～15:30 

○ 自転車交通に係る関係者ヒアリング 
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○ 自転車が通行しやすい交通規制の今後の方向性 

○ 自由討議 

 

３ 第３回有識者検討会  令和５年 11月 10日（金）10:00～12:20 

○ 自転車の交通違反に対する交通反則通告制度の適用 

○ 自転車に係る交通安全教育に関するヒアリング 

・ 東京都教育庁指導部指導企画課 

・ 一般財団法人日本自転車普及協会 

・ 京都市建設局自転車政策推進室 

・ 京都自転車販売株式会社 

○ 自転車に係る交通安全教育の将来像 

○ 自由討議 

 

４ 第４回有識者検討会  令和５年 12月５日（火）10:00～12:00 

○ 中間報告書案の提示 

○ 海外調査結果の報告 

 

５ 第５回有識者検討会  令和６年１月 29日（月）14:30～16:30 

○ 報告書案の提示 
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はじめに 

 

自転車は、幼児から高齢者まで幅広い層が多様な用途で利用する国民の身近な交通

手段であり、環境負荷の軽減や災害時における交通の機能の維持、国民の健康の増進

等、我が国の重要な課題に対する活用が期待されることから、政府としても、自転車

活用推進法（平成 28 年法律第 113 号）や、同法に基づく「第２次自転車活用推進計

画」（令和３年５月 28日閣議決定）を踏まえて、民間事業者と連携しつつ、自転車の

活用を推進しているところである。近年においても、新型コロナウイルス感染症の影

響による国民のライフスタイルや交通活動の変化に伴い、通勤・通学や配達を目的と

する自転車の利用ニーズが高まっている。 

 

他方で、近年、交通事故件数が減少傾向にある中、長年減少傾向にあった自転車関

連事故件数は令和３年に増加に転じたほか、自転車対歩行者事故の発生件数は近年一

貫して増加傾向にあり、加えて、自転車が当事者となった死亡・重傷事故件数の約４

分の３には自転車側に何らかの法令違反が認められる。さらに、「第２次自転車活用

推進計画」において、「自転車事故のない安全で安心な社会の実現」が目標の一つと

して掲げられていることや、「第 11次交通安全基本計画」（令和３年３月 29日中央

交通安全対策会議決定）において、「世界一安全な道路交通の実現を目指し、令和７

年までに 24 時間死者数を 2,000 人以下とする」ことを掲げている一方で、令和４年

中の交通事故による 24 時間死者数が 2,610 人に上っている状況を踏まえると、世界

一安全な道路交通を実現するためには、自転車の交通ルールの遵守の徹底を図るため

の対策を講ずる必要がある。 

 

本有識者検討会は、良好な自転車交通秩序の実現を図るため、主として、「自転車

に関する効果的な交通安全教育の在り方」、「自転車の交通違反に対する効果的な違

反処理の在り方」及び「自転車が通行しやすい交通規制の在り方」について、幅広い

観点から検討することを目的として、令和５年８月以降に計５回開催され、関係者に

対するヒアリング等を通じて様々な意見を聴取するとともに、委員間で意見交換を行

いながら議論を重ねてきた。 

 

その検討課題は、自転車の交通違反に対する違反処理の方法、自転車を交通反則通

告制度の対象とする際の反則行為の対象及び反則者の年齢、交通反則通告制度の対象

とならない年齢層への交通安全教育の在り方、原則である自転車の車道通行を徹底さ

せるための方策等、多岐にわたった。 

 

本報告書は、自転車利用者のルールを遵守する意識を高めるとともに、自転車事故

のない安全で安心な社会の実現に資するよう、これらの検討課題について議論を重ね

てきた結果について取りまとめたものである。 
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自転車を取り巻く現状 

 

１ 政府の自転車に対する考え方と取組の現状 

自転車は、広く国民に普及する交通手段である上、その活用が環境負荷の低減や

災害時における交通機能の維持、国民の健康増進等の我が国が抱える重要な諸課題

への対応方策として有用であることから、平成 28 年に「交通の安全の確保を図り

つつ、自転車の利用を増進し、交通における自動車への依存の程度を低減すること

によって、公共の利益の増進に資すること」等を基本理念とする自転車活用推進法

が制定された。また、同法に基づく特別の機関として自転車活用推進本部を設置し、

自転車の活用を総合的かつ計画的に推進することとされた。 

平成 30 年には、同法に基づく「第１次自転車活用推進計画」が策定され、関係

府省庁・官民が連携しながら自転車の活用の推進に係る各種施策に取り組んできた

ところ、現在は、昨今の社会情勢の変化等を踏まえて策定された「第２次自転車活

用推進計画」の計画期間中（令和３年度から令和７年度まで）であり、当該計画に

基づき、各種施策を推進している。当該計画においては、自転車の活用の推進に関

する目標として以下の４つが掲げられている。 

目標１：自転車交通の役割拡大による良好な都市環境の形成 

目標２：サイクルスポーツの振興等による活力ある健康長寿社会の実現 

目標３：サイクルツーリズムの推進による観光立国の実現 

目標４：自転車事故のない安全で安心な社会の実現1 

これらの目標を達成し、持続可能な社会を実現するためには、自転車活用の推進

をより一層図ることが必要であり、警察においても、自転車の安全な利用を促すた

めの取組が推進されている。 

 

２ 自転車関連交通事故の情勢 

令和４年中の交通事故件数は 30 万 839 件、交通事故による死者・重傷者数は２

万 8,637人（死者 2,610人、重傷者２万 6,027人）と一貫して減少傾向にあるとこ

ろ、自転車関連交通事故2についても、令和４年中の事故発生件数は６万 9,985件、

自転車乗用中の死者・重傷者数3は 6,659 人と、おおむね減少傾向4にあるところで

ある。 

                         
1  具体的に実施すべき施策として、以下のものが掲げられている。 

・ 交通安全意識の向上に資する広報啓発活動の推進や指導・取締りの重点的な実施 

・ 学校等における交通安全教室の開催等の推進 
2  自転車乗用者が第１当事者・第２当事者となった事故を計上。ただし、自転車相互の事故は１件

として計上。 
3  自転車乗用者が第１当事者・第２当事者となった事故を計上。 
4  ただし、自転車関連交通事故の発生件数は、令和３年以降増加に転じている。 

令和２年：６万 7,673 件  令和３年：６万 9,694件  令和４年：６万 9,985件 
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他方で、交通事故全体の発生件数のうち自転車関連交通事故が占める割合は増加

（平成 28年：18.2％→令和４年：23.3％）しており5、自転車対歩行者事故の発生

件数についても近年増加傾向にある6（参考資料１）。 

加えて、自転車乗用中の死亡・重傷事故においては、発生件数（令和４年：7,107

件）の約４分の３に自転車側の法令違反が認められる状況であり、法令違反の内容

としては、安全運転義務違反、交差点安全進行義務違反、一時不停止がその大半を

占めている（参考資料２）。ただし、自転車側に法令違反があった場合においても

自動車側のほぼ全てに法令違反が認められることから、自動車の運転者に対しても

より一層のルール遵守を求めるための取組を強化する必要がある。 

 

３ 自転車の交通ルール等に対する国民の認識 

警察庁は、自転車の交通ルール等に対する国民の認識について把握するため、令

和５年にアンケート調査を実施した。 

結果としては、自転車乗用中の携帯電話使用、車道通行の原則、自転車横断帯が

ある場合の当該横断帯による横断義務等に関する正誤問題では、正答率が回答者の

７割から９割と高く、基本的な交通ルールが正しく認識されていることが明らかと

なった。 

他方で、「自身がそれらの交通ルールを守ることができているか」という問に対

しては、「交通ルールを守ることができている」と回答した者の割合が、「正しい

交通ルールを認識している」と回答した者の割合を下回る結果となっており、正し

い交通ルールを認識しているにもかかわらずルールを守っていない層が一定数存

在する、という状況が浮き彫りとなった（参考資料３）。 

 

  

                         
5  特に、東京都においては、令和４年中の割合が 46.0％と全国平均と比較して高水準となっている。 
6  自転車が第１当事者・歩行者が第２当事者の事故又は歩行者が第１当事者・自転車が第２当事者

の事故を計上。 

令和２年：2,634件  令和３年：2,733件  令和４年：2,905 件 
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関係者ヒアリングの概要 

 

本有識者検討会においては、自転車交通事故被害者の御遺族に対するヒアリングを

実施したほか、事務局において実施した自転車交通に係る関係者に対するヒアリング

の結果について報告がなされた。以下は、関係者からのヒアリング結果の概要である。 

 

１ 交通事故関係者 

＜交通事故被害者の御遺族＞ 

〇 現状は「自転車は車の仲間ではない」という一般的な感覚がある印象を受ける

ため、まずは「自転車は車の仲間である」と認識させることが重要である。 

○ 自転車事故であっても自動車事故であっても、「車両による交通犯罪の被害者」

という点に変わりはないため、自転車も自動車と同じように取締りが行われるこ

とが必要である。 

〇 自転車利用者全員が交通ルールを守り、安全で快適に自転車を利用することが

できるような社会の実現を望む。 

＜自転車事故の加害者＞ 

〇 自転車の交通違反も交通反則通告制度の対象とすることで、大きな事故を起こ

す前に交通違反の危険性を認識させることができ、また、反則金が科されるとい

うことが抑止力になることも期待できる。 

〇 自転車であっても、普段の何気ない行動が原因で交通事故を引き起こし、人の

命を奪うという結果がもたらされる可能性があることを認識してほしい。 

 

２ 自転車を利用する事業者 

＜Uber Japan株式会社＞ 

〇 交通反則通告制度の導入が自転車利用の衰退につながることがないよう、普通

自転車専用通行帯や自転車道の整備を進め、自転車が安全に通行することができ

るような自転車通行環境を確立していただきたい。 

○ 新たな制度が導入された際には、制度に関する広報啓発とともに、交通ルー

ルの理解促進とその遵守に対する意識向上を配達パートナーに呼び掛ける予定

である。警察とも連携して、広報啓発活動を推進していきたい。 

 

３ 自転車と通行空間を共有する事業者 

＜公益社団法人全日本トラック協会＞ 

○ 交通ルールを守らない悪質・危険な自転車利用者に対する取締りの強化は必要

であると考えているところ、交通反則通告制度の適用によって自転車利用者が安

全運転に努めるようになり、結果として自転車関連事故の減少が期待できるので

あれば、同制度を適用することも必要ではないか。 
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＜公益社団法人日本バス協会＞ 

〇 自転車利用者が交通ルールを遵守し、安全運転に努めることにつながるのであ

れば、自転車の交通違反に対する交通反則通告制度の適用は賛成である。 

〇 普通自転車専用通行帯等が未整備のまま自転車の車道通行を徹底する場合に

は、専ら道路の左側車線を走行するバスと自転車が同じ車線を走行することとな

るが、両者の速度差によってバスの遅延等が生じ、定時運行に支障を来すおそれ

がある。このような懸念を払拭するためにも、普通自転車通行帯等の自転車専用

の通行空間の整備を進めていただくようお願いしたい。 

＜一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会＞ 

〇 正しい交通ルールを定着させるためには、自転車も自動車と同等の制裁が必要

であると考えており、指導教育を徹底した上で、悪質・危険な違反者に対しては

厳重な指導取締りを望む。 

〇 歩道を傍若無人に走行する幼児二人乗り自転車やロードバイクが多く、危険で

あるため、普通自転車専用通行帯等の整備等、自転車と歩行者の通行空間を分離

するための取組を推進していただく必要がある。 
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良好な自転車交通秩序の実現させるための方策に関する提言 

 

第１ 自転車に関するより効果的な交通安全教育の在り方 

１ 検討に当たっての基本的な考え方 

自転車の交通安全教育は運転免許保有者に対するものと異なり、体系的かつ恒

常的に教育を受けることが義務付けられているものではなく、また、民間事業者

や関係団体といった警察以外の様々な主体によって実施されていることから、そ

の内容についても、実施主体によって異なっている。このような特徴を踏まえ、

自転車利用者に対する今後の交通安全教育の方向性については、効果的な取組を

行っている民間事業者、関係団体等との連携をこれまで以上に強化するという観

点から、交通安全教育に携わる関係団体等からの意見を聴取するなど、幅広く議

論を行った上で、その方向性を示すことを検討の基本とした。 

 

２ 警察における交通安全教育の現状及び問題点 

警察においては、交通安全教育指針（平成 10 年国家公安委員会告示第 15 号）

に基づき、自転車利用者に対し、当該利用者の特性等に応じた内容及び方法を考

慮するなどした上で、様々な交通安全教育を行ってきたところである。具体的に

は、幼稚園等における幼児と保護者を対象とした親子自転車交通安全教室の実施

やタブレット端末を活用した映像による教育及びその効果測定、自転車シミュレ

ータによる技能教育等を行っている。このほか、交通安全教育の実施者である幼

稚園や小学校等の教職員に対する講習を実施するなどしている。 

他方で、自転車の運転には運転免許を要さないところ、自動車等の運転者のよ

うに体系的な運転者教育に係る仕組みが設けられていないことから、自転車利用

者それぞれの交通ルールに係る知識等に相当の差があるものと考えられる。また、

国民のライフスタイルや交通活動の変化に伴う通勤・通学や配達を目的とする自

転車利用のニーズが高まっており、自転車の交通安全教育を行う機会が拡大して

いるところ、警察の人的資源及び経済的資源の制約の観点から、警察のみで交通

安全教育を十分に行うことは困難であると言わざるを得ない。 

 

３ 交通安全教育に携わる関係団体等に対するヒアリングの結果 

   警察の人的・経済的資源の制約を乗り越えるためには、自転車の交通安全教室

に携わる関係団体等の協力が不可欠であるとの認識の下、自転車利用者に対する

今後の交通安全教育の方向性について幅広い観点から検討を行う必要があると

ころ、本有識者検討会においては、事務局が交通安全教育に携わる関係団体等に

対してヒアリングを実施した結果の報告がなされた。以下は、関係団体等からの

ヒアリング結果の概要である。 
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(1) 官民連携の必要性について 

○ 民間事業者が交通安全教育を行う上で、県庁、市役所、教育委員会等のよ

うにその教育を行う対象によって調整する窓口が異なるため、当該教育を効

率よく展開・拡大できるような「官民連携ルート」を整備してほしい。 

○ 優れた取組を行っている企業等があるところ、官民連携を一層強化するた

めにも、どこが、どのような内容の取組を行っているのか、一覧的に分かる

ような仕組みが整備されるとよい。 

(2) 交通安全教育の内容及び方法について 

○ 交通安全教育は、こどもから高齢者まで行うものであるが、年齢や心身の

発達状況等に応じて行動特性等が異なるため、その内容や方法はライフステ

ージに応じたものとする必要がある。また、その内容も、一方的に教えるの

ではなく、ディスカッションを取り入れるなど、受講者自らが考えることが

できる双方向的な要素を含むものとすることも重要である。 

○ 未就学児に対して自転車の交通安全教育を行うときは、当該未就学児の親

を一緒に参加させることが重要である。帰宅後も、家庭において交通安全教

育で学んだ内容を話すことで、家庭全体の交通安全意識の向上にもつながる。 

○ 現在の交通安全教育は、その実施主体によって内容や方法に差があるとこ

ろ、交通ルールを守らない自転車の利用者の行動変容を促すためにはどうす

ればよいかという観点から、交通ルールを守らない原因を分析したり、現在

行われている内容を精査したりした上で、様々な専門的知見を取り入れなが

ら体系的なカリキュラムを定める必要がある。 

(3) その他 

○ 交通ルールに関心を持たない者に対し、どのように交通安全教育を実施す

るかが課題である。 

○ 体系的なカリキュラムに基づき交通安全教育を行っている民間事業者等

に対し、警察から認定を与えるような仕組みを設けてほしい。その認定があ

れば、交通安全教育の実施主体も評価されていることを対外的に示すことが

でき、教育を受ける側のモチベーションにもつながる。 

 

４ 欧米諸国における交通安全教育の現状 

本有識者検討会においては、事務局から、欧米諸国における交通安全教育の現

状に係る調査研究7結果の報告がなされた。以下は、調査研究結果の概要である。 

○ いずれの国・地域においても、学校において交通安全や交通ルールに関する

教育プログラムが組まれており、一部の国・地域では、義務教育のカリキュラ

ムとして交通安全教育が盛り込まれている。 

                         
7  令和５年度中に、警察庁において、欧州６か国（イギリス、イタリア、オランダ、デンマーク、

ドイツ、フランス）及び米国３州（カリフォルニア州、ニューヨーク州、ミシガン州）を対象とし

た自転車交通政策に係る調査研究を実施した（参考資料４）。 
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○ 欧州のほとんどの国は、自転車の交通ルールに関する筆記試験や自転車走行

に関する実技試験を小学校高学年時に実施している。試験に合格したこどもに

はバッジや認定証等が授与されることもあり、こどもたちが交通ルールを学ぶ

動機付けにもなっているほか、こどもの合否を気にする保護者を巻き込むこと

で、共に交通ルールを学ぶ機会が得られている。 

○ 自動車のドライバーに対する取組として、運転免許取得時における自転車の

交通ルール等に関する講習受講が義務付けられている例がある。 

 

５ 有識者検討会において委員から出された主な意見 

本有識者検討会において、警察における自転車利用者に対する交通安全教育の

現状や関係団体等からのヒアリング結果等を踏まえ、今後の交通安全教育の在り

方について議論を行った。以下は、各委員から出された意見の概要である。 

○ これからの交通安全教育においては、警察のほか、業界団体や民間事業者等、

自転車に関わる全ての者が参画する協議会のようなものを立ち上げ、学校や地

域社会を巻き込む形で交通安全教育の内容や質を検討し、深化させることがで

きるような体制を設けることが必要である。 

○ スケアード・ストレイト方式8は、これまで広く取り入れられてきた手法では

あるが、交通安全教育の方法として懸念を感じている。学校教育の現場では命

を大事にすることが前提であるにもかかわらず、スタントマンが車にひかれる

ところを見せるといった内容は問題があると感じており、特に、近しい人を交

通事故で亡くしている方にとっては、そのような教育がフラッシュバックのき

っかけにもなり得る。 

○ 同一の対象に対する交通安全教育であっても、実施主体等によって内容が異

なるところ、一定程度基準となるガイドラインのようなものを整備して教育を

行うことができれば、異なる実施主体が交通安全教育を行ったとしても、その

内容について一定の水準を担保することができるのではないか。 

○ 大人は、自転車の交通安全教育を受ける機会が少ないところ、学校において

交通安全教育を行う際には、こどもの保護者も参加させるなど、こどもと保護

者を同じ機会に教育することがよいのではないか。また、このような機会に地

域住民も参加することができれば、大人が交通安全教育を受ける機会を増やす

ことができるのではないか。 

○ 海外の学校では、上級生が下級生を教える仕組みがあり、日本でも一部でそ

のような仕組みが設けられているが、大人がこどもを教えるよりも年齢の近い

者同士が教える方が浸透しやすく、また、教える側も自ら理解する必要があり、

知識の定着度も高くなるため、このような取組を広げていただきたい。 

                         
8  プロのスタントマンが交通事故を再現することで、交通事故の怖さを体感させ、交通ルール遵守

の重要性について考えさせる交通安全教育技法のこと。 
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○ 自転車の交通安全教育は、運転免許制度における講習とは異なり受講が義務

付けられていないところ、当該教育を受けない者や当該教育に関心を持たない

者に対し、どのようにアプローチしていくかという点は、引き続き検討してい

く必要がある。 

○ 学校における交通安全教育に関しては、教員が交通安全教育に精通している

とは限らず、現在でも外部の知見を活用した交通安全教育を行っている例があ

るところ、官民がこれまで以上に連携し、より効果的な交通安全教育を行うこ

とができるような体制の構築が望まれる。 

 

６ 自転車利用者に対する今後の交通安全教育の方向性 ～ライフステージに応

じた安全教育の充実化～ 

本有識者検討会において議論した結果、それぞれの内容について、以下の方向

性が取りまとめられた。 

(1) 交通安全教育の実施体制の強化 

近年、新型コロナウイルス感染症の影響による国民のライフスタイルや交通

活動の変化に伴い、通勤・通学や配達を目的とする自転車利用のニーズが高ま

っているところ、従来のように、警察を主体とした交通安全教育のみにより、

自転車の交通安全教育に対する社会的な需要・供給の流れを創出すること等は

困難である。したがって、政府が策定した「第２次自転車活用推進計画」に掲

げられている安全・安心に係る目標を達成する観点からも、警察を中心に官民

連携を強化し、交通安全教育の実施主体を警察以外の関係団体や民間事業者等

へ拡大するとともに、実施主体が交通安全教育の需要を的確に捉え、個々のニ

ーズに応じた適切な教育を行うことができるよう警察から働き掛けを行うこ

とが適当である。 

具体的には、警察庁を中心として、関係省庁や地方公共団体のほか、自転車

の販売事業者や振興団体、交通安全教育を実施している民間事業者等が参画す

る官民連携の拠点となる体制を構築することが考えられる。このような新たな

体制において、実際に国内外で行われている事例を参考にしつつ、それぞれの

知見等を取り入れた自転車の交通安全教育に係るガイドラインを策定するこ

とで、いかなる実施主体が安全教育を行ったとしても一定の教育の質を担保す

ることができるようにすることが必要である。このほか、新たな体制に交通安

全教育に係る情報共有の拠点としての機能を持たせ、需要・供給のマッチング

を促進することや、交通安全教育を実施している民間事業者等のインセンティ

ブを働かせるための仕組みを設けることなどにより、交通安全教育の実施体制

の強化を図ることが重要である。 

なお、これらの実施体制の強化は、交通反則通告制度の対象が自転車まで拡

大され、当該制度が運用開始となるまでに行われることが望ましいことから、

可及的速やかに取り組まれたい。 
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(2) 交通安全教育の内容及び方法 

これまで警察が行ってきた自転車の交通安全教育の内容について、例えば、

スケアード・ストレイト方式による教育の効果を検証し、必要に応じて同方式

による教育を見直すなど、どのような教育を行えば交通ルールを遵守してもら

えるようになるかという問題意識の下、違反者が交通ルールを守らない原因も

含めて科学的・実証的な観点から検証・分析を行い、抜本的な見直しを図るこ

とが重要である。また、自転車は、幼児から高齢者まで幅広い年齢層に利用さ

れる最も身近な移動手段であるところ、その教育内容は、心身の発達状況や利

用目的等のライフステージに応じたもの9であり、かつ、交通事故に遭わないよ

うにするための知識や技能を身に付けることができるものとすべきであり、ガ

イドラインの策定に当たっては、これらの点に留意する必要がある。さらに、

教育方法については、一方的に交通ルールを教えるような講義形式のみではな

く、例えば、こどもたちが保護者と一緒に楽しみながら学ぶことで、自宅での

振り返りを促したり、交通ルールを一定程度身に付けている者には、ディスカ

ッションを通じて自ら考える機会を与えたりするなどの工夫をすべきである。 

なお、交通安全教育の内容及び方法については、その時々の交通事故情勢の

分析結果10や、交通安全教育の実施状況・効果のほか、最新の研究成果、科学

技術の進展等を踏まえつつ、官民連携の拠点となる体制を中心として不断の見

直しを行い、必要に応じてアップデートしていくことが望ましい。 

 

７ 警察において取り組むべき具体的な事項等 

上記６で示した今後の方向性を実現するため、警察において取り組むべき具体

的な事項等については、以下の内容が考えられる（参考資料５・６）。 

(1) 警察庁 

○ 自転車の交通安全教育に係る官民連携の強化を図るため、官民連携の拠点

となる体制を構築し、官民それぞれの知見等を取り入れながら、ライフステ

ージ別の自転車の交通安全教育に係るガイドラインを策定する。 

○ 民間事業者が行っている自転車の交通安全教育の内容を都道府県警察が

認定するような制度を構築し、交通安全教育の実施主体を拡大できるように

する。 

○ これまで警察が行ってきた自転車の交通安全教育の内容を検証し、学術的

な観点等に基づき、その内容を充実・深化させる。 

  

                         
9  例えば、未就学児の段階では、基本的な乗り方を身に付けるだけでなく、自転車に乗ることが楽

しいと感じてもらうこと等を目標とすることが考えられる。 
10  交通事故の発生原因の分析により、安全教育において重点を置くべき交通ルール等を把握するこ

とができるところ、そのような分析に資する交通事故情勢の把握の在り方についても検討すること

が必要である。 
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(2) 都道府県警察 

○ 官民連携の拠点となる体制及び交通安全教育の認定に係る制度の構築の

ほか、それぞれの管轄区域内における自転車の交通安全教育の実態を把握し、

実働部隊として、地域における自転車の交通安全教育の担い手を拡充する。 

○ 交通ルールの遵守の重要性が「他人事」ではなく「自分事」として捉えら

れるよう、民間事業者等が交通安全教育を行う際に有用かつ具体的な情報の

積極的な発信に努める。 

○ 以上の取組を通じて、自転車の交通安全教育の供給側と需要側のマッチン

グを促進する機能を果たす。 

 

８ その他 

本有識者検討会においては、自転車に係る交通安全教育にとどまらず、自転車

に関する正しい知識を広く一般国民に普及させていくことの必要性に関して、 

○ 自転車のような外観を有する原動機付自転車等がインターネット上で販売

されるなどして普及しているが、原動機付自転車等に該当する車両を「自転車」

として通行させている者が増えている状況を放置してはならない。 

という意見が出された。 

自転車を含めた様々なモビリティが通行空間を共有する現状において、それら

が共存し、安全で快適な道路交通環境を実現するためには、警察が中心となって

何らかの措置を講ずることが求められる。上記のような紛らわしい外観を有する

車両を利用者が誤解した状態で利用することに起因する無用な事故やルールの

無視を未然に防ぐための対策は喫緊の課題であり、当該車両が自転車ではなく原

動機付自転車等に該当することを制度上明確化し、その認識が国民に広く共有さ

れるような施策を早急に実施すべきである。 
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第２ 自転車の交通違反に対する効果的な違反処理の在り方 

１ 自転車の指導取締りに関する現状と課題 

(1) 指導取締りに関する現状 

近年、国民のライフスタイルの変化等に伴い、自転車利用のニーズが高まる

中、警察においても、自転車利用者による交通違反に対する指導取締りを強化

しており、指導警告票を活用した実効性のある指導警告を推進しているほか、

悪質・危険な交通違反に対しては積極的に取締りを行っている。 

特に、検挙件数を見ると過去 10年で飛躍的に増加しており11（図１）、令和

５年８月末現在においても既に昨年１年間の検挙件数を上回っている状況に

ある。また、検挙件数を違反類型別に見ると、自転車関連事故の主な要因であ

る信号無視及び指定場所一時不停止が全体の約７割を占めている（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 自転車に対する指導警告と取締りについて 

○ 指導警告 

悪質性・危険性が高くないなどの理由から検挙に至らない違反行為につ

いて、当該行為が道路交通法違反に当たり、刑罰の対象となることを認識

させるとともに、指導警告票を活用することにより「車両」として自転車

が従うべき基本的なルール等を指導する。 

○ 取締り 

警察官の警告に従わずに違反行為を継続した場合や違反行為により通

行車両や歩行者に具体的な危険を生じさせた場合、交通事故に直結する危

険な運転行為をした場合において、交通切符（いわゆる「赤切符12」と呼

ばれる書式）等を活用して検挙する。 

                         
11  平成 25年は 7,193 件だったのに対し、令和４年は２万 4,549件にまで増加した。 
12  交通反則通告制度の適用を受けない特定の違反を迅速に処理するため、警察、検察、裁判の各過

程で共用されるよう統一されている書式をいう。 
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図１ 自転車の交通違反の検挙件数の推移 

（件） 
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遮断踏切立入り
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その他
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図２ 自転車の交通違反の違反類型別検挙件数（令和４年） 
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実際の取締り事例を挙げると、信号無視、指定場所一時不停止について

は、警察官の警告に従わずに赤信号を無視した場合や一時停止することな

く進行して横断歩道上の歩行者の歩調を緩めさせた場合等に取締りが行

われている。このほか、携帯電話を見ながら赤信号を無視したり、傘を差

しながら一時停止することなく進行したりするなどのいわゆる「ながら運

転」により交通違反が行われた場合等についても取締りが行われている。 

(2) 取締りに関する課題 

後述のとおり、自転車に対しては交通反則通告制度が適用されていないため、

現在、自転車の交通違反が検挙された際には赤切符等によって処理されている

が、犯罪行為として、例外なく刑事手続の対象とされており、刑法犯と同様の

手続的負担を課すことは制度として重すぎる面がある一方、自転車の交通違反

の場合、赤切符等により検挙され、検察庁に送致されたとしても、結果として

不起訴となることが多く、違反者に対する責任追及が不十分であるという問題

も指摘されている。加えて、取締り現場において赤切符以外に供述調書等の複

数の書類を作成する必要があるなどの事情から、通常手続に 40 分〜50 分程度

を要するが、後日、取調べのため検察機関に出頭させ、裁判所で裁判をするこ

ともあり得るなど、現状の違反処理においては捜査機関にとっての事務負担が

決して小さくない。 

(1)で述べているとおり、自転車の交通違反の検挙件数が急増している中、

事務処理の合理化を図るとともに、実効性のある制裁を科す必要があるところ、

現状の刑事手続とは異なる制度の導入が不可欠であると考えられる。 

 

２ 自転車の交通違反に対する効果的な違反処理の在り方 

自転車の交通違反に対する効果的な違反処理の在り方として、以下の２通りの

方法が事務局から示された。 

○ 現状、軽車両以外の車両等に適用されている交通反則通告制度の対象を自転

車まで拡大する方法･･･(1) 

○ 自転車を対象とした新たな行政制裁金制度を創設する方法･･･(2) 

 

(1) 交通反則通告制度の対象を自転車まで拡大する方法 

交通反則通告制度とは、交通違反の急増により、全ての違反者に対して通常

の刑事手続を行うことによる負担を回避し、交通違反を簡易迅速に処理する必

要性が生じたことから、昭和 42 年に設けられたものである。具体的には、軽

車両以外の車両等の運転者がした反則行為（簡易迅速な処理になじむ、現認可

能・明白・定型的な違反行為）について、これを簡易迅速に処理することで違

反者・捜査機関双方の負担軽減を図るものであり、反則者が警察本部長の通告

を受けて反則金を納付した場合には公訴が提起されない制度である。同制度に

おいては、違反者が反則行為に当たる違反行為を行った場合、取締り現場にお
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いて交通反則切符（いわゆる「青切符」と呼ばれる書式）により違反処理を行

う。取締り現場において違反者が違反行為を自認し、交通反則通告制度の趣旨

を理解すれば、ほとんどの場合において、反則金を納付することが期待される

ため、最終的に公訴が提起される可能性は極めて低いといえることから、基本

的に供述調書等の刑事手続を前提とした捜査書類を作成する必要はなく、手続

に要する時間は 10 分～20 分程度で済んでいる。実際に、令和４年度における

反則金の納付率は 98.5％であり、長年にわたる運用により、国民に受け入れら

れている制度であるといえる。 

制度創設当初は、自転車をはじめとする軽車両の違反については自動車等と

比較して検挙件数が少なく、簡易迅速に処理すべき必要性が乏しかったこと等

の事情から、交通反則通告制度の対象とはされなかったものであるが、上記の

ことを踏まえると、自転車についても自動車等と同様に交通反則通告制度の対

象とすることによって、簡易迅速に違反処理を行うことが期待できる。 

(2) 自転車を対象とした新たな行政制裁金制度を創設する方法 

(1)で述べた交通反則通告制度以外に自転車の交通違反を簡易迅速に処理す

る方法としては、自転車の運転者がした比較的軽微な違反行為に対する罰則

（刑事罰）を削除し、非犯罪化した上で、これらの違反行為を行政上の秩序罰

（行政制裁金）の対象行為とすることが考えられる。具体的には、都道府県公

安委員会は、違反者に行政制裁金の納付を命ずることができることとし、納付

しない者に対しては滞納処分の例により強制徴収を行うことができることと

するものである。これにより、検察や裁判所における手続や対応を要すること

なく、簡易迅速に自転車の交通違反を処理することが可能となる。 

 

３ 欧米諸国における違反処理の現状 

本有識者検討会においては、事務局から、欧米諸国における自転車の交通違反

に対する違反処理の現状に係る調査研究結果の報告がなされた。以下は、調査研

究結果の概要である。 

○ いずれの国・地域においても、自転車の交通違反は自動車の交通違反と同じ

枠組みで処理されており、具体的には、軽微な交通違反は通常の刑事手続とは

異なる金銭的な制裁の対象とされている。いずれの場合も、金銭の支払によっ

て裁判によることなく手続が終結する。 

○ 取締りの対象とする年齢については、イギリスでは 10 歳以上、イタリアで

は 18 歳以上というように、国・地域ごとで差があるが、刑事責任を問うこと

のできる年齢としている例が多い。 

○ 一部の国では、自転車の交通違反をした場合において、自動車の運転免許の

交通違反点数と連動させることが制度上可能となっている。 
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４ 有識者検討会における委員の主な意見 

２(1)及び(2)案それぞれにおけるメリット・デメリットを事務局において整理

し（参考資料７）、本有識者検討会において議論を行った。以下は、各委員から

出された意見の概要である。 

○ 新しい制度を導入するというのはそれなりの負担があるため、既存の制度に

載せて運用していくのがよいのではないか。 

○ 今後、反則金や行政制裁金を導入するとなった場合、運用上、対象とする違

反を悪質性・危険性・迷惑性の高いものに限定していくのか、といった議論は

あると思うが、「取締りを受ける可能性がある」ということをスローガン的に

示すことで、自転車の運転者にルールの遵守が必要であると認識してもらうこ

とが重要である。 

○ 違反があった場合には最終的に金銭が徴収される、という仕組みは分かりや

すく、国民にも浸透しやすいと感じる。国民のルールを守っていこうという意

識を高めていくには必要な要素ではないか。 

○ 自転車の違反を反則金の対象とした上で、運用上取締りの対象とする違反を

限定するという考え方の背景には、自転車の違反の中には、そもそも犯罪とす

るほどでもない軽微なものが少なくないという理解があると思う。そうであれ

ば、そうした違反は非犯罪化した上で行政制裁金を科すという制度を設ける方

が筋は通っているように思う。その反面、全く新たな制度を設計することは導

入までに時間が掛かることに加え、自転車の違反のみを非犯罪化の対象とする

ことは自動車や原動機付自転車の違反との関係で整合性が取れないという問

題があるため、現実的な方策として、差し当たり交通反則通告制度の対象を拡

大するのがよいのではないか。 

 

５ 自転車事故被害者御遺族及び関連団体関係者に対するヒアリングの結果 

本有識者検討会及び事務局において、自転車事故被害者の御遺族及び関連団体

の関係者に対してヒアリングを実施したところ、以下の意見があった。 

○ 現行の交通反則通告制度の手続を自転車の交通違反にも利用した方がよい

と考える。行政制裁金だと、逃げた者勝ちのような感じがする。納付率が高い

という事実は違反を認めている方が大半であることを示しており、違反を認め

ずに反則金を納付しないのであれば、現行のように刑事手続で正々堂々と真偽

を争えばよいと考える。【御遺族】 

○ 実際、自転車が歩行者に衝突した死亡事故も発生している。自転車事故も自

動車事故も、被害者は同じ車両による交通犯罪の被害者であることに変わりは

ない。自転車も自動車と同じように扱うべきだと思う。【御遺族】 

○ 自転車の交通違反を交通反則通告制度の対象とし、青切符で処理できるよう

になれば、処理時間が短く済み、配達パートナーの拘束時間を短縮できるとい

う点において受け入れやすい。【フードデリバリーサービス事業者】 
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○ 交通反則通告制度の適用によって自転車利用者が安全運転に努めることに

より、自転車関連事故が減少するのであれば、同制度を適用することは考えら

れるところ。ただし、幼児・児童等が成人と同様に交通違反であることを認識

できるかどうかなどは不明であるので、同制度の適用に当たっては慎重に検討

すべきと考える。【関連事業者団体】 

 

６ 自転車の交通違反に対する違反処理の今後の方向性 ～違反者の行動改善に

向けた指導取締りの推進～ 

上記４及び５の意見を踏まえ、本有識者検討会においては、自転車の交通違反

に対する効果的な違反処理を可能とするため、自転車を交通反則通告制度の対象

とすることが望ましいとの結論に達した。自転車の交通違反を交通反則通告制度

によって処理するに当たっての基本的な考え方は以下のとおりである。 

(1) 反則行為となる自転車の違反行為 

現行制度においては、自動車等による交通違反のうち、信号無視や指定場所

一時不停止等の現認可能・明白・定型的な違反行為が反則行為13とされている

一方で、酒酔い運転や妨害運転等については反社会性・危険性が高く、交通反

則通告制度による簡易迅速な処理ではなく通常の刑事手続によって処理すべ

きという考えから、反則行為とはされていない。 

この点、交通反則通告制度の対象を自転車まで拡大した場合、どのような違

反行為を反則行為とするかが問題となるところ、自動車等の反則行為の選定と

同様の考え方に基づき、自転車による交通違反のうち現認可能・明白・定型的

な違反行為を反則行為とし、反社会性・危険性が高く、簡易迅速な処理になじ

まない違反行為は反則行為とはしない案が事務局から示された（参考資料８）。 

具体的には、信号無視や指定場所一時不停止等の自動車等について反則行為

とされている違反行為のほか、自転車に固有の違反行為のうち、普通自転車の

歩道徐行等義務違反等の現認可能・明白・定型的な違反行為についても反則行

為とする一方で、酒酔い運転や妨害運転等の自動車等について反則行為とはさ

れていない違反行為や、自転車に固有の違反行為のうち、自転車運転者講習受

講命令違反等の簡易迅速な処理にはなじまない違反行為については反則行為

とはしないというものである。 

また、警察では、後述のとおり、交通事故の抑止のため、信号無視や指定場

所一時不停止等の交通事故の原因となるような悪質性・危険性・迷惑性が高い

違反行為について重点的な取締りを行っているところ、反則行為をこれらの違

反行為に限定するべきかという論点もある。この点、交通反則通告制度が自転

車にも適用されれば、通常の刑事手続によらず簡易迅速に違反処理を終結する

ことができ、違反者・捜査機関双方の手続的な負担が軽減されるほか、反則金

を納付すれば刑罰が科せられなくなることから、反則行為の対象を、刑事手続

                         
13  交通反則通告制度の対象となる違反行為 
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による刑罰の賦課を前提とした、現在の重点的な取締りの対象行為に限定すべ

き理由はないといえる。取締りの対象行為の限定については、飽くまでも運用

上の措置として行われるべきものであることも踏まえ、本案においては、自動

車等の場合と同様、取締りの重点や実績等にかかわらず、現認可能・明白・定

型的な違反行為を一律に反則行為とすることとした。 

本有識者検討会において、上記の案に関する議論を行ったところ、委員から

は特段の反対意見が出されなかった一方で、 

○ 自転車の交通違反に対して交通反則通告制度を適用するに当たり、自動車

等と同様の考えに基づき反則行為とそれ以外の違反行為を区分するという

のは理解できるが、反則行為については反則金が支払われる一方で、反則行

為の対象外となる、反則行為よりも重い違反行為が赤切符処理をされた場合、

これまでの検察の運用どおりであればそのほとんどが起訴猶予となり、何も

制裁が科されないという一種の逆転現象が起こらないかという懸念がある。 

と、自転車に対する交通反則通告制度の適用に当たり、運用に関する懸念が示

された。 

自転車が交通反則通告制度の適用対象とされた後、反則行為とそれ以外の違

反行為それぞれに対する処理の結果を注視していく必要があるが、上記の懸念

を解消するためには、反則行為以外の真に悪質な違反行為を行った違反者に対

して適切な制裁が科されるよう、警察においては必要な捜査を尽くすとともに、

検察においても個別具体の状況に応じた厳正かつ適切な判断が行われること

を強く望む。 

(2) 交通反則通告制度の対象となる自転車運転者の年齢 

現在交通反則通告制度の対象とされている自動車や原動機付自転車につい

ては、運転することができる者の年齢が道路交通法において定められているこ

とから、その運転者は一律に交通反則通告制度の対象とされているところ、年

齢を問わず運転することができる自転車を交通反則通告制度の対象とするに

当たっては、同制度の対象とする運転者の年齢が問題となる。 

この点について、事務局から示された案の概要は以下のとおりである。 

○ 交通反則通告制度の対象となる自転車運転者の年齢については、義務教育

を修了し、基本的な自転車の交通ルールに関する最低限の知識を有しており、

交通反則通告制度による画一的な処理になじむといえる 16 歳以上の者14を

対象とする。 

○ 16 歳未満の者は、交通ルールに関する知識の程度や交通反則通告制度の

効果への理解度等につき、個人差が大きいと考えられることを踏まえると、

交通反則通告制度による画一的な処理にはなじまない。このため、14歳及び

                         
14  16歳以上の者は、交通反則通告制度の対象とされている特定小型原動機付自転車（いわゆる電動

キックボード）を運転することができるほか、原動機付自転車免許や普通自動二輪車免許等を取得

することができる。 
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15 歳の自転車利用者に関しては、16 歳以上の者であれば交通反則通告制度

による簡易迅速かつ画一的な処理が行われる違反行為についても、個別具体

の事案に即して処理されるべきであるという考えの下、これまでどおり赤切

符等による取締りを行う。 

本有識者検討会において、上記の案に関して議論を行ったところ、各委員か

ら以下の意見が出された。 

○ 交通反則通告制度の対象となる自転車運転者の年齢に関して、16 歳以上

というところが適切だと思う。 

○ 交通反則通告制度の対象とならない 16 歳未満の者に対しては、制裁に代

わる教育的な措置として、「車両」として自転車が従うべき基本的な交通ル

ール等を身に付けられるよう指導警告票を活用した効果的な指導警告を行

うなど、指導警告を充実させることで対処いただきたい。加えて、刑事未成

年となる 14 歳未満については自転車運転者講習の制度からも外れることと

なるため、同様に指導警告の充実による教育的措置が必要と考える。 

○ 16 歳未満のこどもへの教育については、交通ルールに関する知識の程度

に差があるからこそ、違反行為があった際に教育をすることが重要である。

今回の改正、見直しについては、５年後 10 年後のこどもたちの社会がより

安全で快適なものになることを目指すものであるため、検討を後回しにして

はいけないと考えている。 

上記のとおり、本有識者検討会においては、交通反則通告制度の対象となる

運転者の年齢については 16 歳以上とすることで一致した。また、16 歳未満の

自転車運転者に対しても、指導警告の実施15や教育の充実により運転行動の改

善を促すようにするべきである、という認識が委員間で共有された。 

(3) 交通反則通告制度と自転車運転者講習の関係 

自転車の運転に関し一定の違反行為（危険行為16）を一定期間内に反復して

行った者（14歳以上の者に限る。）17については、将来的に自転車の運転によ

り交通の危険を生じさせるおそれが強いと認められることから、その危険性を

改善するため、道路交通法第 108条の３の５第２項の規定により自転車運転者

講習の受講命令が課されることとされている。自転車運転者講習には、交通ル

ール等に係る理解度チェックや違反行為の危険性の疑似体験等が盛り込まれ

ており、受講者の行動特性に応じた教育内容とされている。 

                         
15  14歳未満の自転車利用者に対しても、小中学生のうちから自転車の正しい交通ルールやマナーに

ついての教育を促進する観点から、違反行為を認めた場合には積極的に指導を行うべきである。 
16  道路交通法施行令第 41条の３第２項において、信号無視、通行禁止違反、歩行者用道路徐行違

反、通行区分違反、路側帯進行方法違反、遮断踏切立入り、交差点安全進行義務違反等、交差点優

先車妨害、環状交差点安全進行義務違反等、指定場所一時不停止等、歩道徐行等義務違反、制動装

置不良自転車運転、酒酔い運転、安全運転義務違反及び妨害運転の 15類型の違反が、危険行為とし

て定められている。 
17  運用上、３年以内に２回以上危険行為をした者を受講命令の対象としている。 
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交通反則通告制度の適用対象を自転車まで拡大した場合を念頭に置いた議

論の中では、自転車運転者講習をどのように運用するべきかという論点が提示

されたところ、自転車運転者講習の運用の在り方に関し、事務局から、 

○ 自転車運転者講習は、自転車の運転による将来的な交通の危険性を改善す

ることを目的としており、取締りに代わるものではないことを踏まえれば、

違反者の年齢や違反処理の方法の差異により運用を変えることとはしない。 

○ 具体的には、危険行為が反則行為の場合は交通反則通告制度により処理し、

それ以外の違反行為の場合は刑事手続により処理することとなるが、違反者

の年齢や違反処理の方法にかかわらず、危険行為を一定期間内に反復して行

った者に対しては、従来どおり自転車運転者講習の受講命令を課すこととする。 

という案が示され、本有識者検討会において議論を行ったところ、 

○ 交通反則通告制度の対象とされない 16 歳未満の者については、１回の違

反でも非常に危険な行為をすれば受講命令をするという運用でもよいので

はないか。 

と、現在の自転車運転者講習の受講要件の在り方を見直すべきではないかとい

う意見があった一方で、 

○ 自転車運転者講習については、法律上、危険行為を反復した者を対象とし

ている点を変えることは難しいという前提の下、実態として 14 歳、15 歳の

違反者がどれだけの数いるかを見ていき、その数が一定数いれば、違反回数

や講習内容の点で特別に類型を設ける必要があると言えるだろう。 

と、現在の自転車運転者講習の運用を前提としつつ、今後の違反者の違反実態

を考慮しながら考えるべきであるという意見もあった。 

このように、交通反則通告制度の対象を自転車まで拡大するに当たり、自転

車運転者講習の受講要件も見直すべきか、という論点には様々な意見があった

が、当面の間は、現在の自転車運転者講習の在り方に基づいて運用を行った上

で、交通反則通告制度の適用後の状況を注視しつつ、必要に応じて講習の在り

方を見直すことが望ましいと考えられる。 

(4) 交通反則通告制度適用後の指導取締り方針 

自転車を交通反則通告制度の対象とするに当たり、委員からは、 

○ 自転車運転者が交通ルールを守るのは当然であるが、自転車を交通反則通

告制度の対象としていくに当たっては、気軽に乗ることができる乗り物とい

う自転車のよさが失われ、結果として自転車に乗る人が少なくなってしまう

のではないかという懸念がある。 

といった意見があった。 

これに関し、自転車の交通違反に対する指導取締り方針として、事務局から

示された案の概要は以下のとおりである。 

○ 自転車の交通違反に対する指導取締りは、これまでどおり、自転車関連事

故の発生状況や地域住民の取締りに関する要望を踏まえ、ＰＤＣＡサイクル
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に基づき、自転車関連事故の発生場所や時間帯、違反の種別、原因等を分析

した上で、真に事故抑止に資する指導取締りを行う。 

○ 具体的には、自転車関連事故の発生が多い通勤通学時間帯や薄暮時間帯に

おいて、「自転車指導啓発重点地区・路線」（自転車関連事故が現に発生し、

又は発生が懸念される地区・路線）等を中心に、交通事故の原因となるよう

な悪質性・危険性・迷惑性が高い違反行為について、重点的な取締りを行う。

特に、自転車が交通反則通告制度の適用対象となった場合は、取締りの対象

に反則行為とそれ以外の違反行為が混在することとなるが、このうち、反則

行為となる信号無視、指定場所一時不停止、通行区分違反（右側通行、歩道

通行等）等については、特に悪質かつ危険性の高い違反態様に限って青切符

により取締りを行う。取締りを行うべき具体的な局面としては、警察官の警

告に従わずに違反行為を継続した場合や、違反行為により通行車両や歩行者

に具体的危険を生じさせた場合、交通事故に直結する危険な運転行為をした

場合等が挙げられる。一方で、それ以外の場合は、自転車が国民にとって最

も身近な移動手段の一つであり、検挙措置は真に必要なものに限って行われ

るべきという観点から、違反者に将来の運転行動の改善を促す指導警告によ

り対応する。 

○ また、反則行為に該当せず、反社会性・危険性の高い違反行為である酒酔

い運転等については、交通反則通告制度により定型的な違反処理を行うので

はなく、引き続き、違反態様を問わず赤切符等により個別具体的な事情を加

味して違反処理を行う。 

本有識者検討会において、上記の案に関して議論を行ったところ、各委員か

ら異論はなかった。 

他方で、自転車を交通反則通告制度の対象とすることによって、警察がこれ

を恣意的に活用し、本来指導警告にとどめるべき違反行為を検挙するようにな

るという印象を国民に与え、現在、官民一体となって推進している自転車の利

活用を阻害するようなことがあってはならない。交通反則通告制度の活用も含

めた自転車に対する交通指導取締り活動は、これを通じて自転車事故のない安

全安心な社会を創出することにより、我が国における自転車の活用推進に貢献

するという文脈の中において行われるべきものである。 

このような問題意識の下、本有識者検討会としては、自転車を交通反則通告

制度の対象とする運用を開始するに当たっては、 

○ 自転車を交通反則通告制度の対象とすることは違反者の行動改善に向け

た取組の一つであり、「警察が自転車の利活用を阻害しようとしている」と

国民から疑念を抱かれるような恣意的な取締り活動を行うものではないこ

とについて、国民に対して分かりやすく、かつ、丁寧に情報発信を行うこと 

○ 実際に現場で取締りを行うに当たっては、取締り活動に対する透明性を高

めるための取組の一環として、取締りの事前・事後における広報活動を積極
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的に行い、これらの活動が交通事故の抑止に資するものであることを国民に

伝えることで、取締りを行う主体としての説明責任を果たすこと 

を強く望む。 

具体的には、自転車に対する交通反則通告制度の運用開始までの間に、現場

において安易かつ恣意的な取締りが行われることなく、真に自転車関連交通事

故の抑止に資するような取締りがなされるよう、交通反則通告制度の対象とな

る反則行為の取締りについては、警察庁において基本的な考え方を改めて整理

し、提示するべきである。特に、信号無視や指定場所一時不停止等の重点的な

取締りの対象となる違反については、どのような違反態様の場合に検挙の対象

となるのかを明確にし、施行までに全国の都道府県警察において認識を共有さ

せることが必要である。 

あわせて、違反者の運転行動改善のため、取締り現場において効果的な指導

警告がなされるよう、警察庁において効果的な指導警告を行うために留意すべ

きポイントを整理し、前記取締りの基本的な考え方と共に全国の都道府県警察

と共有し、取締り現場において実践させるべきである。 

なお、以上で述べた検挙の対象となる違反の行為態様と取締りの対象行為

（罪種）の範囲を概念的に整理したものが参考資料９である。また、自転車の

交通違反に対する指導取締り方針（いつ、どこで、どのように指導取締りを行

うのか、という点について整理したもの）は、参考資料 10のとおりである。 
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第３ 自転車の運転者による携帯電話使用等及び酒気帯び運転への対応 

本有識者検討会においては、自転車の安全な利用を促す政策について幅広く、総

合的に検討するという観点から、自転車運転者による危険行為、具体的には携帯電

話使用等及び酒気帯び運転への対応策についても検討を行った。 

 

１ 自転車の運転者による携帯電話使用等と酒気帯び運転の現状と問題点 

(1) 携帯電話使用等 

道路交通法上、自転車運転中に携帯電話等の無線通話装置を通話のために使

用することや、スマートフォン等の画像表示用装置に表示された画像を注視す

ることを禁止する規定が整備されておらず、道路交通法第 71 条第６号の委任

を受け、都道府県ごとに、個別の公安委員会規則において禁止している18とこ

ろであるが、現状、都道府県ごとに禁止される行為の態様が異なっている。 

また、携帯電話使用等に起因する自転車の交通事故件数が増加傾向にある19

（図３）ほか、スマートフォン等の画像を注視等することによる交通事故件数

についても同様の傾向が見られるところであり20（図４）、スマートフォン等

のモバイル端末の普及が進む中、自転車運転中の携帯電話使用等に起因する交

通事故を抑止するための方策について検討する必要があると考えられる。 

(2) 酒気帯び運転 

道路交通法上、酒気を帯びて車両を運転することは禁止されており（道路交

通法第 65 条第１項）、自転車についても、アルコールの影響により正常な運

転ができないおそれがある状態で運転する酒酔い運転や、身体に一定程度以上

のアルコールを保有する状態21で運転する酒気帯び運転は禁止されているとこ

ろ、自転車の酒酔い運転をした者に対しては、自動車等と同様、５年以下の懲

                         
18  これに違反した者に対しては、５万円以下の罰金が科される。 
19  平成 30年から令和４年までの累計事故件数は、平成 25 年から平成 29年までの累計事故件数と比

較して、約 53.9％増加した 
20  令和４年の事故件数は平成 25 年の事故件数の約 2.6 倍となった。 
21  道路交通法施行令第 44条の３において、血液１ミリリットルにつき 0.3 ミリグラム又は呼気１リ

ットルにつき 0.15 ミリグラム以上のアルコールとされている。 

図３ 自転車（第一当事者）の運転者による

携帯電話使用等が起因する交通事故件数 

295

454

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

H25～H29累計 H30～R4累計

件
約 53.9％増 

図４ 自転車（第一当事者）の運転者による携帯電話使用等が起因

する交通事故件数（携帯電話使用等の目的別） 



- 25 - 

役又は 100万円以下の罰金が科せられることとなる一方で、自転車の酒気帯び

運転をした者に対しては、罰則の対象外となっている22。 

こうした中、酒気帯び状態で自転車を運転した場合の交通事故における死

亡・重傷事故率は、飲酒なしの場合の死亡・重傷事故率と比較して高い傾向に

ある23（図５）ほか、酒気帯び状態であった自転車の死亡・重傷事故件数の減

少幅は、自転車の運転者が飲酒なしの場合の死亡・重傷事故件数の減少幅と比

較して著しく低い状況である24（図６）。 

こうした状況を踏まえると、罰則の対象とならない自転車の酒気帯び運転が

死亡・重傷事故という悲惨な結果をもたらさないよう、その事故の発生を抑止

するための方策について検討する必要があると考えられる。 

 

２ 有識者検討会での議論及び今後の方向性 

上記１(1)及び(2)を踏まえ、事務局から、 

○ 自転車運転中の携帯電話使用等について道路交通法上に禁止規定を設け、禁

止する行為態様の全国的斉一性を確保するとともに、罰則を強化すること 

○ 自転車の酒気帯び運転について罰則を設けること 

の２点について提案がなされたところ、これらの方針に対して、各委員から異論

はなかった。 

したがって、自転車の携帯電話使用等及び酒気帯び運転に起因する事故を抑止

するためには、上記２点に係る制度改正が必要と考えられる。 

なお、当該規定に係る罰則の内容については、自動車等で科されている罰則の

内容も参考としつつ、感銘力のあるものとすべきである。 

                         
22  酒気帯び運転の罰則については道路交通法第 117条の２の２第１項第３号に規定されているが、

同号の罰則から軽車両が除かれている。 
23  平成 25年から令和４年において、酒気帯び状態で自転車を運転した場合の死亡・重傷事故率は、

飲酒なしの場合と比較し約 1.9倍高くなっている。 
24  平成 15年から平成 24年までの累計死亡・重傷事故件数と平成 25年から令和４年までの累計死

亡・重傷事故件数を比較したところ、飲酒なしの場合は約 31.8％減少したのに対し、酒気帯び運転

の場合は約 9.5％の減少にとどまっている。 

図６ 自転車（第一当事者）の交通事故における死亡重傷
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第４ 自転車が通行しやすい交通規制の在り方 

１ 自転車が通行しやすい環境を創出するための取組の現状と課題 

(1) 自転車通行空間の整備 

警察では、自転車通行空間を確保するための取組として、 

○ 道路管理者と連携した普通自転車専用通行帯の整備等25 

○ 普通自転車の歩道通行を可能とする規制（自歩可規制）等の見直し 

○ 自転車横断帯の撤去 

等を推進しており、これらの結果として、自転車専用の通行空間が一定程度増

加するとともに、歩行者との交錯のおそれがある交通規制については徐々に減

少している（参考資料 11）。 

(2) 車道を通行する自転車の保護に資する取組 

愛媛県においては、「シェア・ザ・ロード」の精神26を基本理念とする条例

「愛媛県自転車の安全な利用の促進に関する条例」を平成 25 年に制定してお

り、同条例においては「自動車等の運転者は、自転車の側方を通過するときは、

これとの間に安全な間隔を保ち、又は徐行するよう努めなければならない。」

と規定している。加えて、自転車の保護に係る取組をより一層強化するべく、

条例に規定する「安全な間隔」を具体的に示すことで条例の基本理念の実践を

促すことを目的とした、「思いやり 1.5m運動」を平成 27年から実施している

（参考資料 12）。 

(3) 自転車通行空間における違法駐車取締り 

警察においては、駐車禁止規制が実施されている普通自転車専用通行帯にお

ける違法駐車取締りを駐車監視員とも連携して強化している。また、取締りに

当たっては、 

○ 自転車の通行量、違法駐車の状況、地域住民等からの要望等を踏まえ、重

点的な取締りを行う区間や時間帯を選定して実施するなど、メリハリのある

活動に努めること 

○ 違法駐車に起因する交通事故の発生状況や重点的に違法駐車の取締りを

行う普通自転車専用通行帯等について適切に情報発信を行い、違法駐車の抑

制を図ること 

等の指示が警察庁から都道府県警察に対して出されている。 

(4) 現状の取組における課題 

警察庁が令和５年に実施したアンケート調査結果によれば、自転車の運転中

に自動車と接触したり、接触しそうになったりした経験がある者が全体の 36％

を占めており、自動車と接触したことがある自転車の運転者に限っては、その

                         
25  「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン（平成 28年７月、国土交通省道路局・警察庁交

通局）」に基づき、整備が進められている。 
26  歩行者・自転車・自動車等がお互いの立場を思いやる気持ちを基本に、それぞれの責任を自覚し

て、共に道路を安全・快適に利用することを目指すもの 
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４割以上が隣を通行する自動車に横から距離を詰められた経験をしていると

いう結果が得られている（参考資料 13）。この結果を踏まえると、一部の地方

自治体で実施されている車道を通行する自転車の保護に資する取組について

は、国としても推進していくことが必要であると考えられる。 

また、自転車通行空間における違法駐車対策については、国において違法駐

車取締りの実態把握27やその効果の検証ができておらず、加えて、自転車利用

者から違法駐車への対応を求める声が依然として寄せられている現状を踏ま

えると、駐車需要との均衡を図りつつ、違法駐車対策の実効性を高めるための

方策について検討する必要があると考えられる。 

 

２ 欧米諸国における自転車通行空間の確保に向けた取組 

本有識者検討会においては、事務局から、欧米諸国における自転車の通行空間

の確保に向けた取組に係る調査研究結果の報告がなされた。以下は、調査研究結

果の概要である。 

○ ほとんどの国・地域において、自動車・自転車・歩行者を物理的に分離する

ことを念頭に、自転車の通行空間として、多くの自転車道や自転車レーンが整

備されている。また、自転車のピクトグラムが描かれた信号灯器が設置されて

いる国・地域においては、自転車が従うべき信号が一見して分かりやすいとい

う特徴がみられる（参考資料 15）。 

○ ほとんどの国・地域において、自転車は、自転車専用の通行空間が整備され

ている場合は当該箇所を、整備されていない場合は車道を通行することとされ

ているほか、自転車の歩道通行が原則禁止とされているが、一定の年齢に満た

ないこどもについては、例外的に歩道通行を認めている国・地域も多い。 

 

３ 有識者検討会において委員から出された主な意見 

本有識者検討会において、警察における自転車通行空間の確保に向けた取組の

現状やアンケート調査の結果を踏まえ、自転車が通行しやすい交通規制の在り方

について議論を行った。以下は、各委員から出された意見の概要である。 

○ 自転車が関連する重大事故の約４分の３では自転車利用者に法令違反があ

るとのことだが、重大事故の多くは自動車との事故であり、かつ、自動車側の

ほぼ全てにも何らかの法令違反があることを踏まえると、双方がルールの遵守

を徹底することが重要である。特に、自転車の通行空間が整備されていない道

路も多い中、道路交通法上のルールの中には自転車の通行を想定していないも

のが散見されるため、正しいルールで通行することが難しい場合がある。 

○ 自転車にこどもを乗せて車道を通行している際に、自動車から幅寄せをされ

                         
27  警察庁は違法駐車取締りの実施状況を定量的に把握するため、令和５年８月以降、普通自転車専

用通行帯及び自転車指導啓発重点地区・路線内における放置車両確認標章の取付件数について、月

次報告を求めることとした（参考資料 14）。 
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ることがあり、そのような状況下では安心して車道を通行することができな

い。自転車が安全に車道を通行することができるよう、自動車の運転者に配慮

を求めることも必要ではないか。 

○ 赤ちゃんを連れている方、目の見えない方、耳の聞こえない方を含め、多く

の方が通行する歩道上を自転車が無制限に走ってくる状況は非常に危険であ

り、歩道上の安全は守らなくてはいけないと考えている。一方で、車道を通行

する自転車と自動車の接触においては右側面の接触が多いというデータもあ

るため、これらの要素を総合的に考えて、自転車が車道の左端を通行すること

ができるような環境を作っていかなければならない。 

○ 愛媛県等で実施されている「思いやり 1.5m 運動」は全国にも広げていくべ

きと考えているが、自動車と自転車との間に 1.5m の間隔を確保することがで

きない場合には徐行する、としている点については検討が必要である。自動車

に徐行させるとなると、自動車は自転車を追い抜くことができない。 

○ 「思いやり 1.5m 運動」については、道路が狭く、自動車と自転車との間に

1.5mの間隔を確保することができないことから、導入をためらっている自治体

もある。また、「シェア・ザ・ロード」という表現についても、その趣旨が全

ての方に正しく伝わるとも限らない。このような取組を広く浸透させていくた

めには、1.5mという距離にこだわるよりも、「自転車の横を通過するときはし

っかりと間隔を空けて、お互いが気持ちよく使えるように」といった単純明快

なメッセージでアピールをしていただきたい。 

○ 自転車は車道通行が原則とされているが、車道を通行していると放置車両や

路上駐車をよけて通行しなければならないような場合も散見され、安全性を考

えると車道通行がためらわれるような現状がある。 

 

４ 自転車が通行しやすい交通規制の今後の方向性 ～自転車が安全・安心に通行

できる環境の整備～ 

本有識者検討会において議論した結果、それぞれの内容について以下の方向性

が取りまとめられた。 

(1) 車道を通行する自転車の保護 

歩道を高速度で走行する自転車の危険性を指摘する声が寄せられているこ

とや、実際に、自転車対歩行者事故の発生件数が近年増加傾向にあることを踏

まえると、原則である自転車の車道通行を徹底していくことが求められる。他

方で、自転車に対して車道通行を促すに当たっては、前提として、自転車が安

全に車道を通行することができる環境を創出することが必要であり、そのため

には、車道を通行する自転車の保護に資する取組を全国規模で推進していくこ

とが適当である。具体的には、愛媛県等の取組事例も参考にしつつ、「全ての

交通主体がお互いに思いやり、共に道路を安全・快適に利用する」という理念

を国民に浸透させるためのキャンペーンを展開していくほか、車道を通行する
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自転車の保護に関する法制上の措置を講ずることが考えられる。 

また、前述の理念の浸透に向けては、自動車の運転者に対する意識付けが重

要であり、特に、自動車を運転し始める段階から、通行空間を共有する自転車

の存在を認識させる必要がある。この点、自転車のピクトグラム、矢羽根型路

面表示等の法定外表示を自動車教習所のコース上に設置するなどの取組を通

じて、教習初期の段階から理念の浸透を図っていくことも方策の一つとして考

えられる。 

(2) 自転車通行空間における違法駐車対策 

自転車通行空間における違法駐車取締りの実効性を高めるため、駐車監視員

の活動に係るガイドラインについては、自転車の通行量や交通事故の発生状況、

違法駐車の実態等を踏まえ、随時見直しを行うことが適当である。具体的には、

これまで駐車監視員の活動範囲として指定されていなかった法定外表示の区

間に駐車規制が実施されている場合には当該区間を活動範囲として指定し、当

該区間における通行量が多い時間帯における取締りを強化するなど、真に取締

りを実施すべき場所、時間等を更に重点化し、メリハリのある取締りを実施す

ることが望ましい。 

また、自転車通行空間における違法駐車を抑制するためには、上記ガイドラ

インの見直し内容を含めた違法駐車取締りに係る方針、活動状況等を分かりや

すく関係業界や国民に伝え、警察の取組への理解と協力を求めていく努力が必

要であり、警察においては、これまでの広報啓発活動の枠組みにとどまらず、

より効果的な広報啓発の在り方を模索していくべきである。 

他方で、違法駐車対策を取締りの観点のみから行うことは適当ではなく、関

係機関と連携し、駐車需要に応じて適切な箇所に駐車スペースを確保するなど、

路上駐車等により自転車が通行しづらい状況の改善に向けた取組を推進する

とともに、当該取組の不断の見直しを行うべきである。例えば、路外駐車場の

確保が難しい区域においては、自転車通行空間と路上の駐車スペースを共存さ

せる方法について、道路管理者をはじめとする関係機関と検討するなど、実現

可能な取組を推進することが重要である。 
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その他の検討課題 

 

１ 自転車運転者講習制度の在り方について 

本報告書の中でも言及されているが、自転車を交通反則通告制度の対象とするに

当たっては、制度の対象外となる 16 歳未満の者に対する交通安全教育が非常に重

要となってくる。具体的には、官民連携の拠点において策定することとされている

自転車の交通安全教育に係るガイドラインに基づき、その内容を充実化させていく

ほか、危険行為を反復して行った 14歳及び 15歳の者については、既存の自転車運

転者講習を通じて、その運転行動の改善を図っていくことが重要である。このよう

に、交通反則通告制度の施行後、当面の間は、新たに策定する自転車交通安全教育

に係るガイドライン（一般的な教育プログラム）と既存の自転車運転者講習（違反

者向けの教育プログラム）を相補的に活用することで、自転車の交通安全教育の充

実化を図るべきである。 

他方で、上記の取組については、飽くまでも現行制度を維持することが前提とさ

れているところ、自転車運転者講習の受講命令を行うことができる対象を拡大し、

16 歳未満の者に対する交通安全教育をより一層充実化することも考えられる。こ

のような考え方については、本検討会においても議論されたところだが、今回の提

言においては、現時点において自転車運転者講習制度の前提要件を見直すことはせ

ず、交通反則通告制度導入後の情勢を見極めた上で検討することとしている。 

本有識者検討会における自転車に係る交通安全教育の将来像に関する議論の内

容がどのように社会に実装され、効果を発揮するかにも左右されるが、交通反則通

告制度の導入から一定の期間を経過しても交通安全教育に係る見直しの効果が顕

在化しない場合や、交通反則通告制度の対象外となる年齢層が行った自転車の交通

違反が問題になるケースが後を絶たない場合など、交通安全教育の実効性が問われ

るような事態となった際には、自転車運転者講習制度の前提要件の見直しを含めた

自転車に係る交通安全教育の法定化の検討も必要である。 

警察をはじめとした関係機関においては、交通反則通告制度の導入までの間に自

転車に係る交通安全教育の在り方に関する議論を更に発展・深化させた上で、制度

の導入後も自転車関連交通事故の情勢等を注視しつつ、適切な交通安全教育の在り

方について絶えず検討を行うことが求められる。 

 

２ 自転車の交通違反に対する違反処理の在り方について 

今回の提言において、自転車の交通違反に対する違反処理については、新たな制

度を導入することの負担感も含めた検討の結果、現行の交通反則通告制度を自転車

にも適用することとしたが、一方で、委員からの意見にもあるように、自転車の違

反の中には、そもそも犯罪とするほどでもない軽微なものが一定数存在するという

認識があるものと考えられる。 
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まずは交通反則通告制度の下での運用が開始されることとなるが、反則行為をし

たことにより違反取締りを受けた件数や反則金の納付率、刑事手続で処理された場

合の起訴率等、施行後の情勢を見極めた上で、制度上不合理が生じるなどの事由が

あった場合には、本有識者検討会に提示されたもう一方の案である行政制裁金制度

の導入を含め、制度の見直しに係る検討を行う必要がある。 

なお、行政制裁金制度の導入に係る検討をする際には、自転車の交通違反のみを

非犯罪化する議論を行うのではなく、自動車等も含めた交通違反の非犯罪化につい

て概念整理を行うべきである。 

 

３ 分かりやすい自転車の交通ルールの在り方について 

自転車に関する交通ルールという観点から道路交通法等の関係法令の規定を確

認すると、自動車が中心に据えられた構成となっていることや例外規定が多いこと

等も相まって非常に複雑で分かりにくく、国民が十分に理解できるようなものとな

っていない。例えば、道路交通法では車両の運転者に対して合図義務を課しており、

左折等の合図を要する行為が終わるまで当該合図を継続することとされているが、

自転車の運転者にとっては合図を継続することが適当ではない場合がある28という

指摘もある。実際、本有識者検討会でも示された警察庁のアンケート調査の結果で

は、自転車の交通ルールを守らない理由として、「ルールをよく知らない」という

回答が４割以上を占め、最も多くなっている。 

特に、歩行者の横断中に自転車が横断歩道を横切って進行するような危険な事例

も散見されるところ、これは、自転車がどの信号に従うべきかということが正確に

理解されていない結果としての行動とも捉えられる。現状でも、特定の車両に対し

て表示する標示により自転車が従うべき信号を示しているが、欧米諸国の例を参考

に、自転車のピクトグラムを用いた信号灯器や標示を新たに設けるなど29、自転車

が従うべき信号をより分かりやすく示すための方策について、具体的な検討を進め

るべきである。 

今回の提言では、車道を通行する自転車の保護を図るための広報啓発活動の推進

や法制上の措置について盛り込まれたところだが、自転車が通行しやすい環境の創

出をより一層推進していくためには、自転車の交通ルールを分かりやすく簡素に規

定し、それらに対する国民の理解を促進することを目的とした法改正等の措置につ

いても検討の余地があると考えられる。 

 

  

                         
28  一例としては、左折時における合図が挙げられ、自転車の運転者は左折時に車体を傾けて進行す

ることとなるが、道路交通法の規定どおり解釈すると、車体を傾けている間も片手運転の状態を継

続しなければならないこととなる。このような事例については、解釈を整理した上で国民に周知す

るなどの措置を講ずることも考えられる。 
29  現状の特定の車両に対して表示する標示は、全て日本語で記載されており、日本語が理解できな

い自転車運転者への配慮が必要である。 
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おわりに 

 

本報告書では、交通安全に関する警察の取組の３本柱と関連付ける形で、「自転車

に関する効果的な交通安全教育の在り方」、「自転車の交通違反に対する効果的な違

反処理の在り方」及び「自転車が通行しやすい交通規制の在り方」の３つの観点から、

今後の方向性について取りまとめた。 

 

自転車に係る交通安全教育に関しては、全国斉一的に質の担保された教育が提供さ

れるよう、国が安全教育ガイドラインを策定することのほか、自転車安全教育の実施

主体を警察が認定する制度づくりについての方針を示した。本報告書ではその大枠を

示したに過ぎないが、ライフステージに応じた安全教育の充実化に向けた具体的な取

組については、今後設置される予定の官民協議会での議論に期待したい。 

次に、自転車の交通違反に対する違反処理に関しては、自転車を交通反則通告制度

の対象とする方針が決定され、その具体的な運用についても一定の見解を示した。今

後、警察による違反者の行動改善に向けた指導取締りが推進され、これらの取組が自

転車関連交通事故件数の減少、ひいては交通事故の抑止に貢献することを期待する。 

最後に、自転車が通行しやすい交通規制に関しては、車道を通行する自転車を保護

するという理念の普及とこれに資する法制上の措置、自転車通行空間における違法駐

車対策の見直しについての方針を示した。これらの取組等を通じて、自転車が安全・

安心に通行できる環境の整備が推進されることを期待する。 

以上３つの観点からの取組は、相互に密接な関係を有するものであり、良好な自転

車交通秩序の実現に向けては、これらの取組を循環させ、不断の見直しを行うことが

重要である（参考資料 16）。 

 

今後の検討に当たっては、自転車利用時の交通ルールの遵守意識が国民に浸透して

いない現状を重く受け止め、交通反則通告制度の適用に当たって社会的混乱が引き起

こされないよう、分かりやすい広報啓発に努めることが重要である。また、制度の施

行後も継続してその効果を検証していき、状況に応じて柔軟に運用面を見直すととも

に、制度上の問題が顕在化すれば、制度面についても見直しに向けた本格的な議論を

進めることが必要である。 

 

自転車は、免許不要で誰もが手軽に乗ることのできる便利な乗り物であるからこそ、

自転車の交通違反を軽んずるべきではなく、自転車が歩行者を死亡させるような痛ま

しい交通事故が繰り返されることはあってはならない。自転車による事故の被害者や

その御遺族からすれば、自動車同様、自転車もその使い方によっては他人を傷つける

凶器になりかねないことに変わりはない。こうした観点からも、自動車だけではなく、

自転車による交通犯罪被害者支援の充実化も重要な課題である。 
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本報告書が、長年にわたって様々な観点から実施されてきた自転車に関する諸対策

の集大成として位置付けられ、我が国の自転車交通に係る政策が次のステージへ進む

一つの大きな契機となること、また、こどもたちが５年後、10年後の社会において自

覚と責任を持った交通主体たり得るために必要な教育環境の創出に向けた各種施策

の礎となることを強く期待する。  
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